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近年，人口減少や少子高齢化に伴う様々な問題に対して，コンパクトシティに代表される都市構造が提

案されている．都市構造評価に関して，今まで多くの研究蓄積があるが，人々の移動とインフラネットワ

ークの関係性を分析している研究は少ない．本研究では，パーソントリップデータや，モバイル空間統計

データを用いて，人流ネットワークとインフラネットワーク構造の相互作用に着目し，両者の関係を実証

的に明らかにすることを目的とした．その結果，人々の交通手段選択では，居住地の立地に加え目的地の

立地が大きく影響していることがわかった．また，H22年からH27年までの人口増減率と鉄道ネットワー

クを分析した結果，鉄道駅中心から半径500m圏内の地域で人口が増加している．一方で，鉄道駅から離

れた地域では人口が減少していることが明らかになった． 

 

     Key Words : Compact City，mobile spatial statistics，human flow network，Infrastructure network 

 

 

1. はじめに 

 

人口減少，高齢化の進展等に伴い，既存市街地におけ

る空き家の増加，医療・福祉・商業等へのアクセスの低

下等が深刻化しており，生活の質の低下やさらなる衰退

を懸念する自治体が増加している．このような問題に対

し，都市機能や住宅を拠点周辺に誘導し，拠点間を交通

ネットワークで結ぶ「コンパクト+ネットワーク」とい

う都市構造概念が提案され、それを実現する法制度とし

て，平成 26 年に立地適正化計画が導入された．現在，

およそ 300の自治体において，計画策定が進められてお

り，都市機能誘導区域，居住誘導区域の設定や公共交通

ネットワークのあり方に関する検討ニーズが高まること

が予想される．このような都市構造転換政策の根拠とし

て，交通，環境，財政等に関するコストが都市構造と密

接に関連している．また，ネットワークを中心とした都

市構造を評価する際，人々の移動（以下，人流ネットワ

ーク）とインフラネットワークの関係性を把握すること

が必要である．両者の関係性において，鉄道路線で結ば

れた地域間は，人々の移動が活発になると考えられる．

また，インフラネットワークは人々の立地選択を通じて，

人流ネットワークに影響を与える．一方，乗車駅の少な

くなった鉄道やバスは廃線の危機になることがある．こ

のように，人流のネットワークとインフラのネットワー

クは相互作用の関係にあるといえる． 

 そこで，本研究では，人流ネットワークとインフラネ

ットワーク構造の相互作用に着目し，名古屋都市圏の鉄

道インフラネットワークを対象に，パーソントリップデ

ータ（以下，PT データ）やモバイル空間統計データを

用い，両者の関係の特徴を実証的に明らかにすることを

目的とする．なお，本研究では，ネットワーク構造と人

口分布との関係性についても分析対象としている．  

 

2. 既存研究と本研究の位置づけ 

 

 都市構造の評価に関する研究は，今までに多くの研究

蓄積がある．これらの研究では，人口密度や駅から徒歩

圏内に住む人の割合など，居住地ベースの夜間人口を用

いた指標が都市構造指標として提案されてきた 1)．都市

構造を把握する際，人口の空間的分布に着目して都市の

空洞化を客観的かつ視覚的に示した指標を提案している

研究 2)があるが，夜間人口と昼間人口では，分布の傾向

が異なり，人口分布の日変化は，人々の都市活動に伴う

移動によって生じることから，単に夜間人口，昼間人口

の密集度が高いだけでは望ましい都市構造とは言い難い．

加えて，人々の移動や交通手段選択は，居住地の立地に
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加え，目的地の立地にも依存すると考えられが，目的地

側を考慮した研究は見られない．また，これまでに提案

されてきた都市構造指標と環境負荷や生活利便性のパフ

ォーマンスとの相関性は必ずしも高くない 3)という研究

結果もある．都市構造を評価する際，今までの居住地ベ

ースの都市構造に加え，居住地と目的地間の人流ネット

ワークと居住地，就業地，都市施設等とそれらを結ぶ交

通インフラ等の都市基盤のネットワークとの関係性を考

慮するべきである．そこで，本研究では，都市をネット

ワーク構造として捉え，人流ネットワークとインフラネ

ットワーク構造の相互作用に着目し，両者の関係を実証

的に明らかにすることを目的とする．また，インフラの

ネットワーク構造と人口分布の関係性についても明らか

にする． 

 

3. 研究方法 

 

 本研究において，人流ネットワーク構造に着目した都

市構造指標の現状を把握するために，4章では，携帯電

話の位置情報を用いた人口統計データを基にした人口流

動の現状把握を行う．また，5章では，パーソントリッ

プデータを用いて，鉄道と人流のネットワーク分析を行

う．出発地と目的地の地理的特性（最寄り駅からの距離）

と主要交通モードの分担率の関係について分析を行う．

その後，交通分担率と鉄道のネットワーク（所要時間）

との相関分析を行なう．6章では，鉄道が持つ特性（接

続する路線数等）等を変数に加えた交通手段分担率のロ

ジットモデルを構築し，人々の移動特性を把握する．7

章では，人口増減率と鉄道ネットワークとの関係性を分

析する． 

 

4. 携帯電話位置情報を用いた人流分析 

4.1 モバイル空間統計 

 本研究では，NTTドコモの携帯電話位置情報を利した

人口統計ビックデータで，各携帯端末から基地局に 1時

間おきに送られる情報をもとに，日時・場所・居住地・

年齢・性別などの情報とともに人の位置情報を 500×500

㎡の範囲で集計したモバイル空間統計を用いた． 

4.2 愛知県の夜間・昼間人口分布 

 図-1，2 にモバイル空間統計データから作成した愛知

県の夜間人口分布(2016年 3月 10日午前 2時)と昼間人口

分布（2016年 3月 10日午後 14時）を示す．この結果か

ら，昼間人口分布が名古屋駅付近に一極集中しているの

に対し，夜間人口分布は比較的疎らに人口が分布してい

ることが分かり，夜間人口分布と昼間人口分布では，人

口の分布の傾向が異なり，人口分布の日変化は，人々の

都市活動に伴う移動によって生じることが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐1 愛知県の夜間人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐2 愛知県の昼間人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐3 名古屋駅に来ている人の居住地 

 

4.3 居住地と日中活動地間のネットワーク特性 

 図-3にモバイル空間統計データから，2015年 10月 15 

日 14時に名古屋駅を中心とした 1kmメッシュにいる人

の人数を居住地の市町村単位に集計したデータをネット 

ワーク構造として示す．名古屋市以外にも名古屋駅から

離れた場所に立地する，豊田市や岡崎市から来ているこ

とが分かり，中でも，一宮市や春日井市から来ている人 
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が多いことが分かった．一宮や春日井は，名古屋駅まで 

の鉄道での利便性が高いので、多く見られるのではない

かと推測できる． 

4.4 駅徒歩圏 800mと人口分布の関係 

 図‐4.5に駅徒歩圏 800mとモバイル空間統計データか

ら，2016年 3月 13日の 2時と 14時の人口分布の関係を

示す．2時，14 時ともに人口分布は半径 800m圏内に多

いことが見て取れる．住宅選択や商業施設，勤務地は駅

から近い場所に多くあるのではないかと推測できる． 

 

5. 鉄道ネットワークと人流ネットワークの関係

性分析 

5.1 鉄道駅の路線数と各メッシュに来ている町長字の

関係性 

 鉄道網をネットワーク構造と捉え，鉄道駅を頂点（ノ

ード），その鉄道駅につながれている路線を鉄道駅に対

する枝（リンク）と考える．この時，ノードにつながる

リンク数を次数と呼び，鉄道駅の次数はその鉄道駅につ

ながれている路線数を指す．また，人の移動をネットワ

ーク構造と捉え，モバイル空間統計データより，500m

メッシュをノードとし，居住地（町長字）と目的地

（500m メッシュ）がリンクで結ばれていると考える．

500m メッシュの次数は，メッシュ内に来ている人の居

住地の数であり，次数が高いほど多くの居住地から来て

いることを指す．これらを踏まえ，図‐6.7に 2015年の

平日，休日の 14時における，鉄道駅の次数と 500mメッ

シュの次数を示す．鉄道駅の次数は，名古屋駅や金山駅，

大曽根駅で次数が高く，愛知県の鉄道網の中でハブとな

っていることが分かる．それに伴い，これらの駅の周辺

のメッシュは次数が高く，14 時においては平日では仕

事，休日では買い物目的に鉄道を利用して多数の地域か

ら人が訪れていることが推測される．一方で，鉄道駅の

次数が低い地域では，メッシュの次数も低くなっている．

このことより，鉄道駅の次数が高い地域は多くの地域か

らアクセスしやすく，人の移動に大きく影響しているこ

とが考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐4 駅徒歩圏 800mと 2016年 3月 13日 2時の人口分

布の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐5 駅徒歩圏 800mと 2016年 3月 13日 14時の人口

分布の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐6 2015年，平日 14時の鉄道の路線数と各メッシュ

に来ている町長字の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐7 2015年，平日 14時の鉄道の路線数と各メッシュ

に来ている町長字の関係性 

 

 

5.2 PTデータを用いた人流ネットワーク分析 

5.2.1 出発地・目的地ゾーンの中心点から最寄駅まで

の距離と鉄道分担率の関係性 

第 5回中京都市圏パーソントリップ調査(以下PT調

査)のデータ用いて，出発地，目的地の各側の最寄り駅

からの距離と主要交通モード(代表交通)の分担率の関係

性について分析する．対象範囲については，出発地，目 

的地ともに愛知県名古屋市の 16区として考え，ゾーン

の範囲は，PT調査の小ゾーンを選定した．出発地ゾー
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ンの中心点から最も距離が近い駅を出発地側の最寄り

駅，目的地ゾーンの中心点から最も距離が近い駅を目的

地側の最寄り駅とした．また，出発地と目的地の 2点間

での代表交通分担率を算出し，出発地側・目的地側の最

寄り駅と出発地，目的地までの距離を 500m毎に 3000m

までの範囲で鉄道分担率の平均値をそれぞれ算出した．

分担率の中でも鉄道分担率に着目し，算出した出発地ゾ

ーンの中心点から最寄り駅までの距離，目的地ゾーンの

中心点から最寄り駅までの距離と，出発地と目的地の 2

点間での鉄道分担率との関係性を明確にした．表-1に出

発地・目的地ゾーンの中心点から最寄り駅までの距離と

鉄道分担率の関係性を示す．出発地では，出発地ゾーン

の中心点から最寄り駅までの距離が近いほど鉄道分担率

が高い結果となった．目的地も同様に，目的地ゾーンの

中心点から最寄り駅までの距離が近いほど鉄道分担率が

高くなった．しかし，出発地ゾーンから最寄り駅までの

距離が近くても，目的地ゾーンから最寄り駅までの距離

が遠ければ鉄道分担率は低くなり，同様に，目的地ゾー

ンから最寄り駅までの距離が近くても出発地ゾーンから

最寄り駅までの距離が遠いと鉄道分担率は低くなること

が確認できた． 

これらの結果から，都市構造指標を考える際，出発地

（居住地）が鉄道駅の徒歩圏内か否かだけで評価するの

は不十分であり，目的地側も含めたネットワーク特性を

考慮する必要があることが示唆された． 

5.2.2 鉄道分担率と所要時間の相関分析 

 所要時間を，出発地から目的地間で鉄道のみで移動し

た時間，鉄道での所要時間に出発地ゾーンの中心点から

最寄り駅までの時間を加えた時間，鉄道での所要時間に

目的地ゾーンの中心点から最寄り駅までの時間を加えた

時間，徒歩のみで移動した時間，出発地ゾーン中心点か

ら最寄り駅までの徒歩時間，目的地ゾーン中心点から最

寄り駅までの徒歩時間の計 7パターンを用いて，各所要

時間と鉄道分担率との相関分析を行った．但し，鉄道で

の所要時間は最短経路でかかる時間とし，出発地と目的

地の 2点間の鉄道分担率の中で，分担率が 100％と 0％

を除いて分析を行った．表‐1に各所要時間と鉄道分担

率との相関分析の結果を示す． 

結果として，全ての所要時間に対して，高い相関は得

られなかったが，短い時間での移動は，鉄道を利用しな

い傾向にあることが明らかとなった．また，徒歩の総所

要時間，出発地ゾーン中心点から最寄り駅までの徒歩時

間，目的地ゾーン中心点から最寄り駅までの距離の徒歩

時間では，相関係数は低い値だが，徒歩時間が短くなる

につれて，鉄道分担率が高くなることがわかり，出発

地・目的地共に鉄道駅からの距離が影響していることが

明らかになった． 

 

表‐1 所要時間と鉄道分担率との相関分析 

 **：1％有意，*：5％有意 

 

6. 交通手段選択モデルによる手段選択要因分析 

 

 人々の交通手段選択を把握するため，交通モードを選

択する際の要因について分析する．まず，出発地ゾー

ン，目的地ゾーンはともに名古屋市のゾーンとし，名古

屋市内での移動を考え，出発地・目的地の立地や鉄道で

の所要時間などを変数とする多項ロジットモデルによっ

て交通手段選択確率を推定する．ここで，｛j=1（鉄道

分担率），j=2（自動車分担率），j=3（その他）｝の 3

タイプとする．その他とは，代表交通機関における，鉄

道，自動車以外の交通手段（バス，自転車，徒歩）とす

る．式(1)，(2)に交通手段選択モデルにおける多項ロジ

ットモデルの選択確率および，個人 nの選択 jに関する

効用関数を示す．また，表-2，3に交通手段選択の効用

関数における変数選択，パラメータ推定の結果を示す．

いずれの変数も 1％有意となり，有意な標準パラメータ

が得られた．出発地側・目的地側の鉄道次数は共に t値

が高い結果が得られ，最寄り駅の次数が高いと鉄道の分

担率が高い傾向があることが明らかになった．鉄道駅の

次数が高いと，路線数が多いことを示していることか

ら，より多くの場所に移動ができるため，鉄道での利用

が増えるのではないかと推測できる．鉄道移動の際の乗

り換えでは，乗り換えの t値がマイナスの結果となり，

鉄道駅の乗り換えが無い場合を 1，ある場合を 0とした

ダミー変数で推定したため，乗り換えがある移動ほど鉄

道を移動する結果となった．理由として，本研究では，

名古屋市内の移動のみを考えており，地下鉄の乗換えが

頻繁に起きていることが考えられるためである．出発地

ゾーン中心点から最寄り駅までの距離，目的地ゾーン中

心点から最寄り駅までの距離に関しては，両者とも距離

が短い方が鉄道を利用する確率が多く，ゾーン間の距離

も長い方が鉄道の分担率が高くなる傾向があることが示

唆され，項 5.2.2の結果と一致する．尤度比の値も良い

結果が示された． 

鉄道のみの所要時間 0.3295** 

鉄道での最短所要時間＋出発地ゾーン

中心点から最寄り駅までの時間 

0.2359** 

鉄道での最短所要時間＋目的地ゾーン

中心点から最寄り駅までの時間 

0.2419** 

総所要時間 0.1864** 

総徒歩時間 -0.0473** 

出発地ゾーン中心点から最寄り駅まで

の時間 

-0.0370* 

目的地ゾーン中心点から最寄り駅まで

の時間 

-0.0303* 
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 また，交通手段選択モデルの精度の検証を行った結

果，PTデータより代表交通手段（鉄道，バス，自動 

車，自転車，徒歩）を実測値とし，サンプル数 103902

人の属性データを推定した交通手段選択におけるモデル

に適用した．モデル式より得られた交通手段分担率を推

計値とした．図-8に，鉄道，自動車，その他の分担率を

示す．鉄道，自動車，その他全てにおいて，実測地と推

計値に差が無く，極めて高い推計結果が得られた． 

 

𝑃𝑗𝑛 =
𝑒

𝑉𝑗𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑗𝑛𝐽𝑛
𝑗=1

            𝑗 = 1,2 … , 𝐽  (1) 

𝑉𝑖𝑛 = 𝛽1𝑋1𝑖𝑛 + 𝛽2𝑋2𝑖𝑛 +・・・+ 𝛽𝐾𝑋𝑖𝑛  (2) 

 

Vin：効用の確定項， β：パラメータ，X：特性変数 

表‐2 交通手段選択モデルの変数選択 

 

表‐3 交通手段選択のパラメータ推計結果 

**:1％有意 *:5％有意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐8 交通手段選択モデルの精度検証結果 

 

7. 人口増減率と鉄道ネットワークの関係性分析 

 

 名古屋市を対象に，国勢調査の小地域データよりH22

年からH27年までの人口増減率とH27年の人口密度を

算出した．図‐9，10に人口増減率と鉄道ネットワーク

の関係性および，H27年の人口密度と鉄道ネットワーク

の関係性を示す．鉄道駅中心から半径 500m圏内の地域

で人口が増加している．一方で，鉄道の徒歩圏内から離

れた地域で人口が減少していることが見てとれる．人口

密度も同様に，鉄道駅中心から半径 500m圏内の地域で

高い値を示しており，名古屋市の中でも緑区，千種区，

中川区，中区が主に人口が増加している．図‐11は，

鉄道駅中心から半径 500m圏内に入っている地域と半径

500m圏外の地域別の人口増減率を昇順に並び替えた図

である．鉄道駅中心から 500m圏外の地域と比べ，500m

圏内の地域のほうが人口が増えていることが明らかとな

った．以上より，鉄道駅の近くに人口が増加しているこ

とから，人々が居住を選択する際，鉄道ネットワークが

高い地域が選択されやすいことが推測できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐9 人口増減率と鉄道ネットワークの関係性 

 

  鉄道 自動車 その他 パラメータ 

個人属性 

出発地側 

最寄駅までの距離 
X1 － － β1 

目的地側 

最寄駅までの距離 
X2 － X2 β2 

ゾーン間距離 X3 X3 － β3 

自動車免許保有ダミー － X4 － β4 

年齢 － X5 － β5 

自動車保有台数 － － X6 β6 

出発地側 

最寄駅の次数 
X7 － － β7 

目的地側 

最寄駅の次数 
X8 － － β8 

乗り換えダミー X9 － － β9 

選択肢固

有ダミー 

X10 － 1 － β10 

X11 － － 1 β11 

変数 パラメータ t値 検定 

出発地側鉄道駅距離 𝑋1 -0.56 -33.59 ** 

目的地側鉄道駅距離 𝑋2 -0..37 -32.43 ** 

ゾーン間距離 𝑋3 0.53 113.75 ** 

自動車免許保有 𝑋4 1.21 67.17 ** 

年齢 𝑋5 0.12 30.70 ** 

自動車保有台数 𝑋6 -0.47 -50.16 ** 

出発地側鉄道駅次数 𝑋7 0.21 11.08 ** 

目的地側鉄道駅次数 𝑋8 0.19 10.01 ** 

鉄道移動乗り換え 𝑋9 -0.89 -45.41 ** 

選択肢特性固有ダミー

 𝑋10 
-1.84 -51.81 ** 

選択肢特性固有ダミー 

𝑋11 
2.20 74.09 ** 

尤度比 0.28 

サンプル数 103902 
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図‐10 H27年の人口密度と鉄道ネットワークの関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐11 鉄道駅中心から 500m圏内・圏外の 

地域別人口増減率のランキング 

 

8. おわりに 

 

 本研究では，PTデータやモバイル空間統計データを

用い，人流ネットワークと鉄道ネットワークの関係性に

ついて分析を行ってきた．夜間人口分布と昼間人口分布

では，人口の分布の傾向が異なっており，都市構造を評

価する際，夜間人口に加え昼間人口も考慮するべきであ

り，人々の移動特性を詳細に把握することが必要である

ことが示唆された．人々の交通手段選択においては，居

住地と最寄り駅までの距離だけでなく，目的地の立地に

も大きく影響していることが，交通手段選択モデルで確

認できた．また，人口が増加している地域は鉄道の徒歩

圏内に多く見られ，減少している地域は鉄道駅から離れ

た地域に多く，人々の居住選択において鉄道ネットワー

クの強さが大きく関係していることが推測できる． 

今後，本研究で構築した交通手段選択モデルを用い．各

地域（ゾーン）ごとの鉄道の分担率と人口の増減の関係

性を詳細に分析する必要がある． 
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